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我が国の社会教育の今日的動向

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課

令和８年度公民館主事等社会教育担当者研修会
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社会状況は、大きく、速く変わり、課題は一層困難化している
第１章│課題認識

人口減少・
超高齢化
地域の担い手減少
孤独・孤立

AIの急激な
進展

社会のあらゆる側面を変革
認知・判断への影響

社会の多様化

価値観の多様化
外国人住民の増加

国際秩序の
不安定化
国際紛争
分断・対立の深まり

気候変動

災害の激甚化

こうした状況の中で、社会全体が突きつけられている課題

いかにして一人一人の幸せを実現するか

いかにして平和で民主的な社会を持続させていくか

3

～ 教育の側面からどう取り組むか ～

公民館は何のためにあるのか

原点

社会教育法第20条

公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する
各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会
福祉の増進に寄与することを目的とする。

公民館設置運営の要綱（抄）
（昭和21年7月5日文部次官通牒「公民館の設置運営について」別紙）

これからの日本に最も大切なことは、すべての国民が豊かな文化的教養を身につけ、他人に頼らず自主的
に物を考え平和的協力的に行動する習性を養うことである。そして之を基礎として盛んに平和的産業を興し、
新しい民主日本に生まれ変ることである。その為には教育の普及を何よりも必要とする。
・・・（中略）・・・
公民館は全国の各町村に設置せられ、此処に常時に町村民が打ち集まって議論し読書し、生活上産業
上の指導を受けお互の交友を深める場所である。それは謂はゞ郷土における公民学校、図書館、博物館、
公会堂、町村集会所、産業指導所などの機能を兼ねた文化教養の機関である。それは亦青年団婦人会
などの町村に於ける文化団体の本部ともなり、各団体が相連携して町村振興の底力を生み出す場所でも
ある。・・・（後略）・・・

第１章│課題認識
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公民館の本来の姿

戦争によって荒廃した人心を立て
直し、日本を民主的で平和な国
家へと再建

地域住民による自治的な学習や
話し合い、文化的な交流を通し、
新たな日本の民主主義社会の担
い手を育成することが必要

貧困層、高齢者、障害者、外国人
などへの「排除」が進み、社会の分
断が深刻化

どのような人も社会の一員として「包
摂」し、互いに支え合う日本社会の
担い手を育成することが必要

戦後 現在

今後の社会に必要な人材を育成すること

目的は変わらないが、時代に応じて機能を更新できているか?

変わらない目的

第１章│課題認識

5

現状① 公民館は減少している。しかし、見るべきは「機能」

公民館数

17,947

H14

15,943

H20

14,171

H27

13,163

R3

12,378

R6

H14:17,947 → R６:12,378館

約31％減

同時に起きていること
生涯学習センターやコミュニティセンター等への転用
や老朽化、市町村合併に伴う廃止・整理統合。

だからこそ問うべきこと
「公民館が何館あるか」だけでなく、
地域で社会教育機能がどこまで確保されているか。

課題
数の減少そのものではなく、
必要な機能を提供できない地域が生じること。

社会教育調査より作成

第１章│課題認識│現状
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現状② 活動は「個人の学び」に比重。
地域社会の担い手の育成につながっていない。

令和6年度 公民館の学級・講座（概数）

148,425

趣味・けいこごと

55,767

体育・レク

23,120

市民意識・社会連帯

約3分の1 約20％ 約8％

趣味・教養自体が「悪い」わけではない

楽しさ、充足感、自己有用感は社会教育の強み。

重要なのは、その学びが、新たな日本社会の担い手の
育成につなげる設計。

学びが個人の満足で終わるのではなく、
誰もが住みやすい地域作りにつながることが重要

社会教育調査より作成

第１章│課題認識│現状

7

現状③ 公民館の機能が地域に理解されていない

公民館を利用しない理由

仕事や家事等が
忙しい

約20％ 約70％

自分には関係ない施設と思われている
地域住民にとって、必要な施設と思われていない。
また、だれもがフラットに関われるような施設にはなれていない。
「公民館」でなくてもよい、という認識。

社会の担い手の意識の形成
本来は、学びを通じて、地域課題を自分事として関心を持ち、
行動できる主体形成が重要。
特に、これからの地域課題の担い手となる若い世代への働きか
けが課題。

坂戸市「令和4年度 公民館の地域交流センター化に関する市民
アンケート報告書」より作成
https://www.city.sakado.lg.jp/uploaded/attachment/22920.pdf

行きたい場所が
わからない

約3％ 約3％

一緒に行く仲間が
いない

利用する必要が
なかった

第１章│課題認識│現状
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現状④ 「人」と「環境」が、役割転換のボトルネック

人材
公民館職員はH14の54,596人
からR6は40,410人へ減少。
社会教育主事の市町村配置率
も低いと指摘されている。

施設
公民館の約52％（5,911館）が
建築から40年以上。
更新時期は「建替え」だけでなく
機能再設計の機会。

デジタル
全公民館で来館者用Wi-Fiを
整備・整備中と回答した自治体は
45.4％。一部整備を含め79.8％。

あるべき姿を実現するには、プログラムだけでは足りない

専門人材 空間・立地 デジタル

を一体で変える必要がある

第１章│課題認識│現状

9

第２章│原因の分析

なぜ「本来の姿」と離れたのか

① 個人の学習支援への重心
生涯学習理念の浸透の中で、行政上も個人の自
己実現支援に重点が移り、社会の担い手育成の
趣旨が相対化。

② 「貸館・講座」の運営慣行
施設管理と既存利用者対応が中心になりやすく、地
域へ働きかけ、課題を発見し、協働を編む機能が弱
まりやすい。

③ 専門人材・組織連携の弱さ
社会教育主事の配置低下、首⾧部局への移管等
により、教育委員会との連携に課題が生じる場合も。

④ 社会の変化の速度
人口減少、デジタル化、外国人増加、孤独・孤立、
防災など、従来の講座中心モデルを超える課題が急
増。

「公民館の活動が衰えた」のではなく
社会の変化に対して機能更新が追いついていないのでは?

10
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供給型モデルから協働型モデルへの転換不足

従来型:施設内・供給型

・行政／職員が講座を企画

・参加者はサービスの受け手

・既存利用者の継続利用を重視

・成果は参加人数・講座数で把握

・他部局や民間との連携は限定的

これから:地域内・協働型

・地域課題から学びを設計

・住民を「参画する主体」に

・子供・若者など新たな層へアウトリーチ

・成果は関係性・行動変容・活動創出

・学校、福祉、防災、NPO、企業と協働

改革の核心は「講座メニューの刷新」ではなく、
運営思想の転換

第２章│原因の分析

11

公民館を「地域の学びと協働のハブ」へ
第３章│解決策と改革の促進

令和６年６月25日中央教育審議会総会

【主な審議事項】
①社会教育人材を中核とした社会教育の推進方策
（社会教育人材を中核とした目指すべき社会教育の在り方、社会教育主事・社会教育士の役割・

位置付けの明確化、社会教育主事・社会教育士の養成の在り方 等）

②社会教育活動の推進方策
（地域と学校の連携・協働の更なる推進方策、公民館、図書館、博物館等における社会教育活動

の推進方策、青少年教育施設等における青少年体験活動の推進方策、地域コミュニティに関する
首⾧部局の施策や多様な主体が担う活動との連携・振興方策、共生社会の実現に向けた障害
者・外国人等を含めた社会教育の推進方策 等）

③国・地方公共団体における社会教育の推進体制等の在り方
（社会教育を総合的に推進するための国・地方公共団体の体制の在り方、社会情勢の変化を踏まえ

た社会教育に関する現行法令の在り方 等）

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

12
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国での議論:地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方について

社会教育人材
・社会教育士の位置付け・認知・

信頼性向上

・公民館主事への社会教育士任

用促進

・社会教育主事の配置促進

・講習・養成課程の見直し

公民館の機能
・新たな社会を担う人材育成

・全世代・全住民の学びと居場所

・共生社会の実現に資する実践の

拠点

・アウトリーチ

・貸館偏重からの転換

施設・連携
・公共施設との複合化

・民間企業との連携の柔軟化

・学校、RMO、NPO、福祉等との

協働

・社会教育人材ネットワークの構築

令和8年7月の審議経過報告を踏まえ、答申に向けて引き続き審議

第３章│解決策と改革の促進

13

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方について （審議経過報告）
（令和８年８月２１日 中央教育審議会 総会）

第３章│解決策と改革の促進│今後を見据えた教育政策に関する議論の動向

14
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地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方について （審議経過報告）
（令和８年８月２１日 中央教育審議会 総会）

第３章│解決策と改革の促進│今後を見据えた教育政策に関する議論の動向

15

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方について （審議経過報告）

公民館は地域における社会教育の中心となるべき施設

「 地域の縁側」として、多様な主体が交流し、そこから新たな活動が生み出されるような場とな
ることを目指すべき

「Ⅲ２（１）社会教育施設・団体等①公民館」のポイント

成人や高齢者だけでなく子供や若者も含めた多世代の居場所となり、交流を促進すべき

「集めて学ばせる」だけでなく「集まっているところに学びを醸成する」発想に立ち、民間商業施
設等に出向いて講座を企画するなど取組の幅を広げる

高齢者、障害者、外国人等を含むすべての人が地域の一員として交流・活動できる共生社
会実現に資する実践の拠点として機能を充実すべき

職員には高い専門性が必要であり、公民館主事に社会教育士を任命するなど社会教育人
材の配置を促進すべき

公民館における民間企業との連携に関しては、実際の事業や連携の目的・内容を踏まえなが
ら、地域の実情等に応じて実施の可否を適切に判断できるようにすることも含め、必要な事業
や連携を円滑に行うことができるようにすべき

（令和８年８月２１日 中央教育審議会 総会）

16

第３章│解決策と改革の促進│今後を見据えた教育政策に関する議論の動向

15
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今後の公民館が目指す姿

誰もがフラットに関われる
地域住民の誰もが参加しやすく、多様な主体が交流し、新しい活動が生まれる場

全世代・全住民の居場所
子供・若者、現役世代、高齢者、障害者、外国人など、多様な住民の学びと参画を支える。

館内で待つだけではない
「集めて学ばせる」だけでなく「集まっているところに学びを醸成」し、商業施設等へのアウトリーチも。

これからの地域社会の担い手の育成
社会的分断を止め、誰もが尊重され、互いに支え合う地域社会を創ることができる担い手を育成
それにより、誰もが安全・安心を感じられ、住みやすい地域社会につながることが本来の役割。

第３章│解決策と改革の促進│今後の公民館

17

どう実現するか① 体制:「人」を配置し、組織を越えてつなぐ

公民館職員に求められる能力
〇専門的な知識
・これからの目指すべき社会に関する理念や取組
（ノーマライゼーション、ソーシャル・インクルージョン、SDGsなど）
・現在の地域課題の現状や原因、各地での取組
（防犯、防災、孤立した子育て、障害者、高齢者、外国人等）
・地域や住民の現状
（強み、弱み、今後の動向）

〇専門的な技能
・地域住民に対して、新たな地域社会の担い手として必要な資質・能力を育成する技能
・地域や住民のもともと有している力（潜在力）を活かして、伸ばしていく技能
・地方自治体や地域社会、地元の民間団体等が有している資源をつなげて、人材育成や地域課題の解決
等につなげていく技能

→これらを活かして、地域において学びを作り出していく

第３章│解決策と改革の促進│今後の公民館

18

17

18



2026/10/19

10

どう実現するか② 施設・立地:「建物更新」を「機能更新」に

複合化・集約化
図書館、子育て、福祉、行政窓口、民間機能等と
の複合化で「用事がなくても人が交わる」動線をつくる
。

子供・若者の居場所
放課後・休日に使えるスペース、学習・交流環境を
整備し、多世代交流へつなげる。

デジタル環境

Wi-Fiやオンラインを整え、対面とデジタルの最適な組
合せでアクセスと活動の幅を広げる。

アウトリーチ
商業施設等、住民が集まる場所へ活動を持ち出す
。「来館できる人だけ」の施設から脱却。

老朽化はリスクであると同時に、
地域の動線と必要機能を再設計する好機

第３章│解決策と改革の促進│今後の公民館

19

改革のヒント:すでに「次の公民館」は始まっている

紋別市中央公民館

高校生によるスマホ相談会、学習スペースづくり、
防災宿泊等を通じて、利用者を「お客様から当事
者へ」。
高校生2名を公民館運営審議会に加えるなど運
営参加にも展開。

国立市公民館

障害の有無を越えた青年教育、日本語講座、
中高生学習支援、防災講座など、「誰もがとも
に学びあう」共生を事業全体の軸に。

共通点:住民を「利用者」で終わらせず、企画・対話・実践の主体へ

高校生による公民館学習スペースの設置 しょうがいしゃ青年教室

第３章│解決策と改革の促進│今後の公民館

20
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各自治体・公民館で、明日から始める5つの問い

① この地域で、公民館が解くべき課題は何か

② いま来ていない人は誰か。なぜ来ないのか

③ どんな「つながり・行動」を生みたいか

④ 誰と組めば実現できるか

⑤ 建物・立地・デジタルをどう組み替えるか

「あるべき姿」に照らして一つずつ運営を変える

第３章│解決策と改革の促進

21

まとめ

維持すべきは、公民館が「地域の社会教育機能」を担うこと

あるべき姿

地域の人材育成
学び・つながり・実践

現状とのギャップ

講座・貸館への偏り
人材・施設・デジタルの制約

改革

人 × 場 × 連携
「利用」から「参画」へ

公民館を、住民が地域の未来をともに学び、
ともにつくる拠点へ。

22

21
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第５期教育振興基本計画（令和１０年度～令和１４年度）諮問
（令和８年８月２１日 中央教育審議会 総会）

まとめ│教育振興基本計画

23

（参考資料）
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【社会の現状や変化】
・新型コロナウイルス感染症の拡大 ・ロシアのウクライナ侵略による国際情勢の不安定化 ・VUCAの時代（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性） ・少子化・人口減少や高齢化
・グローバル化・地球規模課題 ・DXの進展、AI・ロボット・グリーン（脱炭素） ・共生社会・社会的包摂 ・精神的豊かさの重視（ウェルビーイング） ・18歳成年・こども基本法 等

教育の普遍的な使命:学制150年、教育基本法の理念・目的・目標（不易）の実現のための、社会や時代の変化への対応（流行）
教育振興基本計画は予測困難な時代における教育の方向性を示す羅針盤となるものであり、教育は社会を牽引する駆動力の中核を担う営み

今後の教育政策に関する基本的な方針

・（初等中等教育）国際的に高い学力水準の維持、GIGAスクール構想、教職員定数改善
・（高等教育）教学マネジメントや質保証システムの確立、連携・統合のための体制整備
・（学校段階横断）教育費負担軽減による進学率向上、教育研究環境整備や耐震化 等

第3期計画期間中の成果
・コロナ禍でのグローバルな交流や体験活動の停滞 ・不登校・いじめ重大事態等の増加
・学校の⾧時間勤務や教師不足 ・地域の教育力の低下、家庭を取り巻く環境の変化
・高度専門人材の不足や労働生産性の低迷 ・博士課程進学率の低さ 等

第3期計画期間中の課題

第４期教育振興基本計画 【概要】 （令和５年度～９年度）

我が国の教育をめぐる現状・課題・展望

2040年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成 日本社会に根差したウェルビーイング（※）の向上

②誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す
共生社会の実現に向けた教育の推進 ③地域や家庭で共に学び支え合う社会

の実現に向けた教育の推進

④教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

⑤計画の実効性確保のための基盤整備・対話

①グローバル化する社会の持続的な
発展に向けて学び続ける人材の育成

・将来の予測が困難な時代において、未来に向けて自らが社会の創り手となり、
課題解決などを通じて、持続可能な社会を維持・発展させていく
・社会課題の解決を、経済成⾧と結び付けてイノベーションにつなげる取組や、一人
一人の生産性向上等による、活力ある社会の実現に向けて「人への投資」が必要
・Society5.0で活躍する、主体性、リーダーシップ、創造力、課題発見・解決力、
論理的思考力、表現力、チームワークなどを備えた人材の育成

・多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じるとともに、地域や社会が
幸せや豊かさを感じられるものとなるための教育の在り方

・幸福感、学校や地域でのつながり、利他性、協働性、自己肯定感、自己
実現等が含まれ、協調的幸福と獲得的幸福のバランスを重視

・日本発の調和と協調（Balance and Harmony）に基づくウェルビーイン
グを発信

・子供が抱える困難が多様化・複雑化する中で、 個別最適・
協働的学びの一体的充実やインクルーシブ教育システムの推
進による多様な教育ニーズへの対応

・支援を必要とする子供の⾧所・強みに着目する視点の重視
、地域社会の国際化への対応、多様性、公平・公正、包摂
性（DE&I）ある共生社会の実現に向けた教育を推進

・ICT等の活用による学び・交流機会、アクセシビリティの向上

・持続的な地域コミュニティの基盤形成に向けて、公民
館等の社会教育施設の機能強化や社会教育人材の
養成と活躍機会の拡充

・コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進、
家庭教育支援の充実による学校・家庭・地域の連携強化

・生涯学習を通じた自己実現、地域や社会への貢献等
により、当事者として地域社会の担い手となる

教育データの標準化、基盤的ツール
の開発・活用、教育データの分析・
利活用の推進

DXに至る３段階（電子化→最適化→新たな価
値(DX)）において、第３段階を見据えた、第１
段階から第２段階への移行の着実な推進

GIGAスクール構想、情報活用能力の育成、
校務DXを通じた働き方改革、教師のICT活用
指導力の向上等、 DX人材の育成等を推進

デジタルの活用と併せてリアル
（対面）活動も不可欠、学習
場面等に応じた最適な組合せ

学校における働き方改革、処遇改善、指導・運営体制の充実の
一体的推進、ICT環境の整備、 経済状況等によらない学び確保

各関係団体・関係者（子供を含む）との対話を
通じた計画の策定等

NPO・企業等多様な担い手との連携・協働、安全・安心で
質の高い教育研究環境等の整備、児童生徒等の安全確保

※身体的・精神的・社会的に良い状態にあること。短期的な幸福のみならず、生きがいや人生
の意義などの将来にわたる持続的な幸福を含む概念。

計画のコンセプト

人生100年時代に複線化する生涯にわたって学び続ける学習者

・主体的に社会の形成に参画、持続的社会の発展に寄与

・「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善、大
学教育の質保証

・探究・STEAM教育、文理横断・文理融合教育等を推進

・グローバル化の中で留学等国際交流や大学等国際化、外
国語教育の充実、SDGsの実現に貢献するESD等を推進

・リカレント教育を通じた高度人材育成

令和5年6月16日 閣議決定

25

R6R3H30H27H23H20H17H14設置者

11,61312,18512,59413,38914,09215,37116,48617,588館⾧・分館⾧

11,02011,44812,01112,95413,98815,09017,12718,099公民館主事

17,77718,07118,37918,79918,26120,31018,61718,909その他職員

40,41041,70442,98445,14246,34150,77152,23054,596職員 計

出典:社会教育調査より作成

【 公民館職員の数 】

R6R3H30H27H23H20H17H14

10,77611,85712,38413,01913,52014,72316,56917,947直営

1,3001,3061,2481,1521,1611,220574ー指定管理

302ーーーーーーーコンセッション等

12.9％9.9％9.2％8.1％7.9％7.7％3.3％指定管理等
の割合

【 公民館の運営方法 】

公民館の職員数、運営体制（推移）

※平成17年度の指定管理には、管理受託者による運営を含む

26

25

26
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H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度 H30年度 R3年度 R6年度

公民館数 17,347 17,562 17,819 18,257 17,947 17,143 15,943 14,681 14,171 13,632 13,163 12,378

学級・講座数 159,721 179,484 182,308 263,798 341,212 410,014 448,864 375,934 348,519 363,968 227,936 278,326

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H2年度 H5年度 H8年度
H11年
度

H14年
度

H17年
度

H20年
度

H23年
度

H27年
度

H30年
度

R3年度 R6年度

博物館数 2,968 3,704 4,507 5,109 5,363 5,614 5,775 5,747 5,690 5,738 5,771 5,772

入館者数 244,980 283,087 286,001 280,649 269,503 272,682 279,871 276,652 279,996 303,069 139,704 257,614

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

※類似施設含まない

※類似施設含む

公民館は館数、学級・講座数とも減少傾向。要因として、生涯学習センターやコミュニティセンター等の施設
としての転用、施設の老朽化や市町村合併に伴う廃止・整理統合が考えられる。博物館、図書館はコロナ
禍の影響もみられるものの館数は増加傾向を維持。

※施設数については各年１０月１日現在の数値であり、学級・講座数、貸出冊数及び入館者数については、前年度間の数値である。
※H23の学級講座数、貸出冊数及び入館者数には、岩手県、宮城県、福島県の数値は含まれない。 （社会教育調査より作成）

(千冊)※H20からは同種施設含む

H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度 H30年度 R3年度 R6年度

図書館数 1,950 2,172 2,396 2,592 2,742 2,979 3,165 3,274 3,331 3,360 3,394 3,400

貸出冊数 266,021 323,607 404,161 479,970 520,822 580,726 631,873 682,344 662,157 653,788 530,775 593,895

0

200,000

400,000

600,000

800,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H20年

度

H23年

度

H27年

度

H30年

度
R3年度 R6年度

生涯学習センター 384 409 449 478 496 1,079

0

200

400

600

800

1,000

1,200

公民館

図書館 博物館 (千人)
(館数)

社会教育施設の設置状況

(館数)

(館数)

生涯学習センター

27

R6R3H30H27H23H20H17H14区分

62,52113,09123,12826,68925,69432,61581,73573,935教養の向上

85,90470,071113,682152,423167,673201,259171,238126,688 趣味・けいこごと

55,76745,70760,40665,65666,32873,04851,81549,415 体育・レクリエーション

47,29130,82163,01272,38274,72595,20339,51934,679 家庭教育・家庭生活

2,0291,2801,7091,5753,6503,03916,74218,379 職業知識・技術の向上

23,12014,74324,96123,65027,90933,47924,38819,936 市民意識・社会連帯意識

1,69452,22377,0706,1449,95510,22124,57718,180 その他

278,326227,936363,968348,519375,934448,864410,014341,212 総計

出典:社会教育調査より作成

【 学級・講座数 】

公民館の活動状況（学級・講座数、学級生・受講者数）（推移）

【 学級・講座の割合・内容（R6） 】

【 学級生・受講者数 】

R6R3H30H27H23H20H17H14

5,866,3933,725,4649,076,4519,099,65510,450,09312,586,95011,878,11910,634,061 計

※R3調査は、R2の実績値となるため、新型コロナウイルスの感染拡大による影響が想定される

（学級・講座例）

・教養の向上
・趣味・けいこごと
・体育・レクリエーション
・家庭教育・家庭生活
・職業知識・技術の向上
・市民意識・社会連帯意識
・その他

「日常英会話教室」
「マージャン・将棋・囲碁教室」
「健康、体操講座」
「ライフプラン講座」
「スマホ講座」、「動画編集講座」
「LGBTQ・人権講座」
「障害者スポーツ講座」 など

教養の向上

22.45%

趣味・けいこごと

30.88%
体育・レクリエーション

20.04%

家庭教育・家庭生活

17.00%

職業知識・技術の向上

0.73%

市民意識・社会連帯意識

8.30%

その他

0.61%

28

27

28
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○多様な人材のニーズに応じた学習機会を拡大
（誰でも希望した時に受講できる環境の整備）

○社会教育人材のデジタルも活用したネットワーク
化や、継続的な学習の場を整備

○人づくり、つながりづくり、地域づくりは、
従来の社会教育分野のみならず、 他の
多くの分野で求められるようになっている

○多様な人材（首⾧部局・企業・NPOの
職員等）の社会教育への参画が重要に

社会教育の裾野の広がりと、社会教育人材が果たすべき役割

学校

社会教育施設 首⾧部局

教育委員会

社会教育士

社会教育人材をハブにした
人づくり、つながりづくり、地域づくり

団体・民間企業

社会教育士

社会教育士社会教育士

※ 黄色の楕円で示された職種・属性の者が
講習を受講して、社会教育士となるイメージ

社会教育の裾野の広がり

地域学校
協働活動
推進員 等

学校司書

司書・
司書補

NPO

まちづくり

子ども会

地域振興

司書教諭

社会教育人材が
ハブとしての役割を果たすために

生涯学習
コーディネーター

PTA

CSR

学芸員

社会教育主事

公民館主事

地域学校連
携担当教員

民間教育
事業者

福祉

防災
観光

文化

スポーツ社会教育委員

学校教育

社会
教育士

地域コミュニティ

社会教育士

地域共生社会

地域運営組織
自治会

農村型
地域運営組織

青少年
教育施設

大学等

社会
教育士

NPO

更新

29

＼ 目指せ ／

フォロワー数

2,000人

文部科学省では
「社会教育士」の活躍紹介を中心に
『社会教育』について様々な角度から

お届けしております!

全国 約12,000人の

「社会教育士」 が活躍中

令和２年度から開始した

「社会教育士制度」

知っていますか?

随時更新中

30

29

30
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２．コミュニティ・スクールのメリット

称号付与の趣旨

○ 社会教育主事講習等の学習の成果が認知され、社会教育行政以外の分野においても活用される仕組みの構築が
求められていたところ。

○ このため、講習等の学習の成果が社会で認知され、広く社会における教育活動に生かされる仕組みを構築し、社会教
育の振興を図るため、講習の修了証書授与者が 「社会教育士（講習）」 と、養成課程の修了者が 「社会教育士
（養成課程）」 と称することができることとした。

社会教育士に期待される役割

○ 「社会教育士」には、講習や養成課程の学習成果を活かし、ＮＰＯや企業等の多様な主体と連携
・協働して、社会教育施設における活動のみならず、環境や福祉、まちづくり等の社会の多様な分野
における学習活動の支援を通じて、人づくりや地域づくりに携わる役割が期待される。

○ また、これらの活動に際しては、地域の実情等を踏まえ、社会教育士と社会教育主事との連携・協
働が図られることが期待される。

法令根拠

社会教育主事講習等規程（昭和二十六年文部省令第十二号） （改正省令）公布日 平成30年2月28日 施行日 令和2年4月1日

第８条第３項 第１項に規定する修了証書を授与された者は、社会教育士（講習）と称することができる。
第11条第３項 第１項の規定により修得すべき科目の単位を全て修得した者は、社会教育士（養成課程）と称することができる。

これまでの称号付与数

計令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

8,046人1,686人1,540人1,382人1,532人1,414人492人（内訳）主事講習

4,309人976人1,106人1,139人538人336人214人（内訳）養成課程

12,355人2,662人2,646人2,521人2,070人1,750人706人社会教育士称号付与数

「社会教育士」の称号付与（趣旨及び役割等）

31

社会教育主事と社会教育士の役割・求められる能力及び知見（社会教育人材部会における整理）

社会教育主事

地域全体の
学びのオーガナイザー

＝社会教育行政の中核として、地域の社会教育行政の企画・
実施及び専門的技術的な助言と指導に当たることを通じ、人
々の自発的な学習活動を援助する役割

各分野の専門性を様々な場に活かす
学びのオーガナイザー

＝社会教育施設における活動のみならず、環境や福祉、まち
づくり等の社会の多様な分野における学習活動の支援を通じ
て、人づくりや地域づくりに関する活動に積極的に携わる役割

社会教育士
期
待
さ
れ
る
役
割

求
め
ら
れ
る
能
力
・
知
見

行政としての専門的知見（社会教育計画の策定、社会教育
関係団体の育成、学習計画や学習内容の立案・編成に関わ
る知見など）

首長部局、民間企業、NPOなどの
活躍の場において必要な各分野の専門的知見

社会教育における学びと実践の活動を推進するために必要な、

①人と人、組織と組織をつなぐコーディネート能力、②人々の納得を引き出すプレゼンテーション能力、
③人々の力を引き出し、主体的な参画を促すファシリテーション能力

（出典）「社会教育人材の養成及び活躍促進の在り方について」（令和６年６月 中央教育審議会生涯学習分科会社会教育人材部会最終まとめ）

地域における多様な主体による関連する取組全体を踏ま
えながら、社会教育人材のネットワークを活用しつつ、コー
ディネート能力やファシリテート能力等を発揮し、他分野の専
門職と対等に協働しながら多様な分野と社会教育（行政）を
つなぎ牽引する役割を担うことが期待される。
さらに、地域の社会教育人材ネットワークを構築・活性化す
る役割も担う。

各分野における専門性と社会教育の知見を活かしながら、
様々な活動に社会教育としての学びの色彩を加える工夫を
行ったり、また社会教育の手法を用いて活動を支援したりす
ることで、それぞれの分野の活動を活性化させたり、その意
義を深めたりする活躍が期待される。
さらに、地域の社会教育人材ネットワークを活用することで
、社会教育士によって地域の様々な取組がより効果的に推
進されるようになることが期待される。

今
後
期
待
さ
れ
る

役
割
の
方
向
性

32

31

32



2026/10/19

17

【主な審議事項】
①社会教育人材を中核とした社会教育の推進方策
（社会教育人材を中核とした目指すべき社会教育の在り方、社会教育主事・社会教育士の役割・位置付けの明確化、社会教育
主事・社会教育士の養成の在り方 等）

②社会教育活動の推進方策
（地域と学校の連携・協働の更なる推進方策、公民館、図書館、博物館等における社会教育活動の推進方策、青少年教育施設
等における青少年体験活動の推進方策、地域コミュニティに関する首長部局の施策や多様な主体が担う活動との連携・振興
方策、共生社会の実現に向けた障害者・外国人等を含めた社会教育の推進方策 等）

③国・地方公共団体における社会教育の推進体制等の在り方
（社会教育を総合的に推進するための国・地方公共団体の体制の在り方、社会情勢の変化を踏まえた社会教育に関する現行法
令の在り方 等）

◎第12期中央教育審議会生涯学習分科会 ◎社会教育人材部会

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

【議論の整理～一人ひとりが主体的に学び続ける生涯学習とそれを支える社会教育の未来への展開；リカレ
ント教育の推進と社会教育人材の養成活躍のあり方～】（令和６年６月）

〇重点的に議論した事項：社会人のリカレント教育、障害者の生涯学習、外国人の日本語学習、社会教育人材
〇障害者や外国人などの社会的包摂の観点も含めた社会教育の提供が十分に確保されることが不可欠
〇社会教育の裾野が広がる中、地域コミュニティの基盤を支えるために社会教育人材は重要な役割を担っており、
その質的向上・量的拡大に向けた養成及び活躍促進の在り方を提示

【社会教育人材の養成及び活躍促進
の在り方について(最終まとめ)】
（令和６年６月）

〇調査審議事項：社会教育人材の養成
及び社会教育士の活躍機会の拡充に
関する専門的な調査審議を行うこと

令和６年６月25日中央教育審議会総会

◎第４期教育振興基本計画（令和５年６月16日閣議決定）
○「2040年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成」、「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を総括的な基本方針とし、将来の予測
困難な時代における教育の方向性を示す総合計画を作成。
〇社会教育による「学び」を通じて人々の「つながり」や「かかわり」を作り出し、協力し合える関係づくりの土壌を耕しておくことで、持続的な地域コミュ
ニティの基盤を形成することが求められる。
〇社会教育の拠点として社会教育施設の機能強化や、社会教育主事・社会教育士等の社会教育人材の養成及び活躍促進等を通じた社会教育の充実を図る必要。

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

これらの方向性を土台とし、社会の変化を踏まえつつ施策の更なる深化を図るべく、社会教育の新たな在り方を見つめ直し、
社会教育が果たすべき役割、担い手である人材、その活動、国・地方公共団体における推進方策等について検討が必要

＊社会情勢の変化
○社会教育法制定から75年が経過。人口減少・少子化の深刻化・地域コミュニティの希薄化、DX化、グローバル化の進展により将来の予測が困難な時代に。
学校・社会の複雑化・困難化した課題の解決、人生100年時代、共生社会、「こどもまんなか」社会の実現に向けた対応が必要。
○高校や大学等の進学率の高まりや様々な学習機会の増加など、社会教育に求められる役割やニーズが変化。
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民間の力の活用

展覧会と連動した図書館での蓄音機ライブの開催

おおい町里山文化交流センター（福井県大飯郡おおい町）

■施設概要／公民館・図書館

■具体的事例／
市民による任意団体が利用者の立場

で施設について検討、首⾧への提言を
経て、基本設計に反映された。また施設
の役割について考えるワークショップを
行政と住民の共催で行った。

②計画時の住民意見の採用

三重県総合文化センター（三重県津市）

■施設概要／文化会館・生涯学習センター（図書館含む）・男女共同参画センター

■具体的事例／
効果的な運営とともに、省エネルギー対策として

利用するエネルギー源の効率的選択により、大幅
なコスト削減を行った。

③コスト削減を含めた管理運営の工夫

オガールプラザ（岩手県紫波郡紫波町）

■施設概要／図書館・地域交流センター・子育て応援センター・民間施設

■具体的事例／
施設整備により、エリア内で200人の雇用が

生まれたとともに、エリア価値が高まったこと
で、さらなる民間投資を生み、最寄り駅を中心
に人口が増加した。

④地域コミュニティの拠点づくり・にぎわいづくりへの貢献

稲城市立ⅰプラザ（東京都稲城市）

■施設概要／生涯学習コミュニティ施設・図書館・児童青少年施設・ホール・市役所出張所
■具体的事例／ ＰＦＩ事業者独自の発想・ノウハウが発揮された事業企画や、他の既存文
化センター及び地元団体との連携がなされている。

⑤民間の力の活用

施設のあり方を考えるワークショップ “
みんなで考える集い“

ⅰプラザ外観
（北東メイン入り口側）

オガールプラザ外観

三重県総合文化センター外観

社会教育施設の集約化・複合化の事例

東根市公益文化施設 まなびあテラス（山形県東根市）

■施設概要／図書館・美術館・市民活動支援センター

■具体的事例／
図書館と美術館でそれぞれの催事に

連動したイベントを開催することで、集
客力を互いに享受できるようになった。

①複合施設としての相乗効果

37

子供の豊かな学びと地域の支え合いを育む新たな社会教育の推進

事業内容

子供から大人まで人と人とのつながりが希薄化。周囲との良好な関係性が重要な日本型ウェ
ルビーイングの実現も困難に。

 過疎化や少子化による近所の同世代の子供の減少、デジタル化の進展による直接
的なコミュニケーションの減少、習い事や学習塾による多忙化

⇒ 子供同士が直接的な触れ合いをする場面が減少し、また大人との交流も保
護者や学校の教師など限られた範囲にとどまっており、将来大人になったときに
不可欠なコミュニケーション能力や多様な者への配慮、価値観や考えの異なる
他者を尊重し、折り合いをつける力などが育まれる機会が限定的

 地域を支える若者の減少、災害時における地域住民の共助体制の脆弱性、在留外
国人の増加に伴うコミュニケーション不足とそれによる軋轢の顕在化

⇒ 多様化・複雑化する地域課題に対し、行政のみによる対応では、財源や人
員の制約があり、個別のケースごとの実情に応じたきめ細かな支援を十分に行
うことや、その発生・深刻化を未然に防いでいくことは限界

子供の安全・安心な居場所づくりや、学校教育と連携した地域での学び、デジタル社会での体験活動の充実など子供の豊かな学びを地域で支える取組や、地域課題解決に
向けた活動を担う地域住民や公益的活動を行う民間団体等との連携を図り、地域の支え合いを育み持続可能な社会を実現する取組について、その在り方や、それを支える組
織体制の試行・検証等を行う。

現状・課題

47箇所×8百万円（内訳）実施件数・単価

（担当:総合教育政策局地域学習推進課）

放課後等の子供の学びの場の整備文部科学省

委託

委託事業者

①モデル事業
の公募・実施

②助言・
効果検証等

地方公共団体
（都道府県等）

＜事業スキーム＞

NPOやRMO等の地域団体との相互連携を図った地域の価値創造

若者や地域住民を提供された学習サービスを「消費」する主体から地域への「参画」「共助」の主体へと関わり方を変える観点で、
公民館等とNPOやRMO等の地域団体との相互連携を図る取組と、それを支える組織体制の試行・検証等を行い、地域の新た
な価値を創造するモデルを構築

①子供の豊かな学びと地域の支え合いを育む新たな社会教育モデルの構築

②事業の効果検証等の実施

委託先事業者委託先447百万円件数・単価

35.6

30.2

19.8

13.1

0.6

地域の行事や会合に参加したり、困ったときに助
け合う
地域の行事や会合に参加する程度の付き合い

26.2

27.421.9

21.4

1.4

内閣府「社会意識に関する世論調査」調査結果より作成

望ましい地域での付き合いの程度 （令和7年10月調査）（平成31年2月調査）

事業実施自治体に対する助言、モデル事業の効果検証等

51百万円（内訳）実施件数・単価

令和9年度要求・要望額 448百万円 【新 規】

小学生の放課後等の安全・安心な活動場所を確保する観点から、児童や保護者のニーズを把握した上で、地域の取組・資源
（学校施設開放、放課後子供教室、放課後児童クラブ、公民館、図書館、児童館等）を活用した全児童に対する学習・体
験機会の提供の在り方と、それを支える組織体制の試行・検証等を行い、持続可能なモデルを構築

38
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社会教育施設の現状（施設の老朽化）

公民館の建築年度別 施設数 図書館の建築年度別 施設数

（出典）令和６年度社会教育調査

建築から40年以上が経過
⇒約52％（5,911館）

（合計:11,458館） （合計:3,400館）

建築から40年以上が経過
⇒約28％（945館）

39

（１） 公民館における来館者が利用できるWi-Fi設備の整備状況

➤ 来館者が利用できるWi-Fi設備が、全ての公民館で既に整備又は整備中であると回答した「自治体」は全体の45.4％
➤ 一部の施設では整備されている「自治体」を含めると全体の79.8％

・利用者が使える無料のWi-Fiサービスがある 72.1％ ・有料のWi-Fiサービスを案内している 0.1％

・Wi-Fiサービスは特に案内していない 20.7％ ・その他（記載） 6.7％

【 図書館内で利用できるWi-Fiサービス提供の有無 】（R5.10.1時点）

※「電子図書館・電子書籍サービス調査報告2023」（(一社)電子出版制作・流通協議会）

（参考）無線LAN(Wi-Fi等)が使える環境(来館者利用可)［H31.1月時点］ 29.7％（公民館数 n=5401） 出典: 全国公民館実態調査 （(公社)全国公民館連合会）

（２） 図書館における利用者が利用できるWi-Fi設備の整備状況

➤ 利用者が使える無料のWi-Fiサービスがあると回答した「図書館」は全体の72.1％

n＝721

【 デジタル環境の整備状況・今後の予定 】

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和7年6月13日閣議決定） 重点施策一覧

［No.1-63］社会教育におけるデジタル技術の活用促進
・ 2024年度に実施した「社会教育施設のデジタル環境の整備等に関する調査」結果から、社会教育施設（公民館）においては、来館者が利用できる
Wi-Fi設備の整備や情報発信のためのデジタルツールの活用が課題である。

・ 地方公共団体に対する相談対応、アドバイザー派遣、情報提供等を行う事務局を設置し、デジタルの効果的な活用に取り組む自治体の伴走支援を行う。

社会教育施設（公民館・図書館）におけるデジタル環境の整備状況

（出典）「令和７年度社会教育施設におけるデジタル活用に関するアンケート調査」（文部科学省）

ｎ＝1,082
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また、公民館や図書館などの社会教育施設における官民連携・デジタル活用について、相談を受け付けています。
まずは相談窓口フォームまたはメールで相談いただき、その後は電話や対面などでも支援します。

相談内容の例
・社会教育施設の維持管理、運営の課題を相談したい
・社会教育施設の老朽化に対する建替方法について相談したい
・社会教育施設に対するPPP/PFIの導入に関して相談したい
・社会教育における効果的なデジタル化の推進について相談したい

その他何でも相談
してください!

https://www.mext.go.jp/kominkan-support/index.html

・社会教育施設における官民連携とは?
・自治体への支援方策
・先進事例・調査研究の紹介

HPへの掲載内容

専用HP・相談窓口を開設しています。

https://www.mext.go.jp/kominkan-support/support/faq_0007.html

※支援事務局 パシフィックコンサルタンツ株式会社

41

社会教育デジタル活用等推進事業

背景・課題

令和9年度要求・要望額 85百万円
(前年度予算額 51百万円）

➤ 公共施設のより効率的・効果的な整備・運営等に向けて、老朽化等が進む公民館等の社会教
育施設においても、民間の資金と創意工夫を活用するPPP/PFI等の活用を進めていく必要
がある
・ PPP/PFIアクションプランにおける具体化目標を達成するため、自治体への伴走支援を強化

➤ 社会の急速なデジタル化の中で、社会教育分野におけるデジタル化の遅れが顕在化し、公
民館等の社会教育施設のデジタル機能を強化し、 「リアル」と「デジタル」を組み合わせた効
果的な教育活動により、地域の教育力の向上を図る必要がある

➤ 地域コミュニティの基盤となる社会教育施設を活性化し、地方創生2.0を推進

事業内容 （令和5年度より実施）

（担当:総合教育政策局地域学習推進課）

３．ＰＰＰ／ＰＦＩアクションプラン推進の目標
（２）重点分野と目標 ⅱ）各重点分野における取組
⑥文化・社会教育施設

令和４年度から公共施設等運営事業等の活用に向けた取組を抜本的に強化し、
10年ターゲット目標（35件）の達成に向け、（略）取り組む。

PPP/PFI推進アクションプラン（令和８年改定版）
（令和８年6月11日民間資金等活用事業推進会議決定）

経済財政運営と改革の基本方針2026（令和8年7月21日閣議決定）

第３章 責任ある積極財政に基づく「中⾧期経済財政計画」
３．主要分野ごとの重要課題と取組方針 （３）戦略的な社会資本整備の推進

「PPP/PFI推進アクションプラン（令和８年改定版）」に基づき官民連携投資等を促進する。

〇 社会教育施設のPPP/PFI等の活用・デジタル機能強化への支援 （民間団体向け委託 × １か所）

社会教育施設の整備や運営におけるPPP/PFI等の活用、デジタル環境の整備やその効果的な活用を促進するため、全国をカバーする支援体制を構築し、地方公共団体等からの相
談対応や専門家派遣、導入可能性調査等の検討支援、情報発信などの伴走支援を実施

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）、目指すべき姿
・ 地方公共団体の伴走支援を行う事務局の設置
・ PPP/PFI等の活用に向けた伴走支援の実施
・ デジタル機能強化に向けた伴走支援の実施

社会教育施設を拠点とした、地域住民が主体的に学べる教育環境の実現
（地域課題解決に向けた取組の充実、効果的・効率的な施設運営、社

会教育施設が地域コミュニティの基盤として機能）

・ 社会教育施設におけるデジタルの効果的な活用やPPP/PFIの
導入を検討する自治体数の増加

・ PPP/PFIの活用やデジタル環境の整備等を行う施設の増加

文部科学省

アドバイザー事務局

委託 相談・報告

・ 相談窓口の開設
・ 専門家派遣の実施
・ 説明会・研修会等の実施
・ 個別案件形成支援
・ 支援方策や事例等の収集・分析
・ Webサイト、手引書等の活用による情報発信

地方公共団体
（公民館・図書館等）

・ 社会教育施設のより効果的・効率的な整備・運営を検討
（施設の複合化、官民連携による施設・設備整備、運営等）

・ デジタルを活用したより効果的な取組等の実施を検討
（ICT等を活用した地域課題解決の取組の実施等） 等

支援方策・事例の紹介
専門家派遣による助言
説明会・研修会の実施
個別案件に対応した支援
調査・効果分析 等

メール・電話等で相談

➤ PPP/PFI等の活用による取組の質・利便性等の向上、行政コストの削減
➤ デジタルの活用による取組の質・利便性の向上、地域課題の解決 等

データ
蓄積

Webサイト

研修会

相談窓口

専門家派遣
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コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

教育委員会

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

※地域学校協働本部
地域の人々や団体による「緩やかなネットワーク」
を形成した地域学校協働活動を推進する体制

地域学校協働活動

地域と学校が連携・協働して行う
学校内外における活動

地域学校協働活動推進員

地域住民等の参画を得て、
・放課後等における学習支援・体験活動（放課後子供教室など）
・授業補助、校内清掃、登下校対応、部活動補助などの学校における活動
・地域の防災活動やお祭り等地域の伝統行事への参画など地域を活性化させる活動
などを実施

社会教育
団体・施設

文化・ｽﾎﾟｰﾂ
団体

企業・NPO

PTA

地域住民

保護者

子ども会
民生委員
児童委員

人権擁護
委員

消防団

※社会教育法第5条

学校運営協議会
学校運営や学校運営に必要な支援に関する協議を行う

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会を設置した学校）

 校⾧が作成する学校運営の基本方針を承認
 学校運営について、教育委員会又は校⾧に意見
 教職員の任用に関して、教育委員会に意見

学校運営の
基本方針

学校運営・
教育活動

説
明

説
明

承
認

意
見

校⾧等

教
職
員

の
任
用

任
命

学
校
運
営

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

（委員）10～15人程度
・地域住民、保護者
・地域学校協働活動推進員
・その他教育委員会が必要と認める者
（例:近隣幼稚園等・小中学校関係者）

など

※地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の5

意
見

※ 学校運営の責任者として教育活動等
を実施する権限と責任は校⾧が有する

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

地
域
と
学
校
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
役
割

委嘱

情
報
共
有

※

社
会
教
育
法
第
9
条
の
7

情
報
共
有
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様々な地域学校協働活動

家庭教育支援活動 地域の行事、イベント、お祭り、
ボランティア活動等への参画

地域未来塾学びによるまちづくり・
地域課題解決型学習・郷土学習

学校に対する多様な協力活動

放課後子供教室

「地域学校協働活動」とは、幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成⾧を支えるとともに、
「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして、以下の様々な取組を組み合わせて実
施する活動

定 義

45

令和7年度 コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実施状況調査
文部科学省ではコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）と地域学校協働活動の一体的な推進による地域と学校の連携・協働体制の構築を推進
しており、毎年、実施状況に関する全体的な調査を実施。令和7年度（令和7年5月1日現在）の結果は以下のとおり。

一体的な整備状況

※コミュニティ・スクール:保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持って学校運営に
参画する 「学校運営協議会」を置く学校

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

地域学校協働本部

※地域学校協働活動:幅広い地域住民や団体等が参画し、地域と学校が連携・協働して
行う学校内外で行われる子供たちの成⾧を支える多様な活動

※地域学校協働活動推進員等
:地域学校協働活動を実施するにあたり、

企画・提案や関係者との調整など全体のコーディネートを行う調整役

公立学校の導入校数

うち、小・中・義務教育学校

22,009校（64.9％）
1,856校増 6.2ポイント増

19,488校（71.6％）
1,546校増 6.3ポイント増

1,523自治体
（84.1％）

74自治体増 4.2ポイント増

公立学校の整備校数

うち、小・中・義務教育学校

22,693校（66.9％）
758校増 3.0ポイント増

21,083校（77.4％）
623校増 2.9ポイント増

14,044本部
611本部増

35,246人（633人増）
1,532自治体（84.5%）

地域学校協働活動推進員等の配置人数

17,481校（51.6％）
1,855校増 6.1ポイント増

うち、学校運営協議会委員である者

15,174人（1,591人増）

更なる導入の加速化、地域学校協働活動との一体的な取組の推進など取組の
質の向上を図る

導入促進と質の確保に向けた、自治体に対するCSマイスターの重点的な派遣
全国フォーラムや自治体向け説明会・協議会、文部科学大臣表彰の実施

導入自治体数

地域学校協働本部数

コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の
両方が整備されている学校

地域学校協働活動推進員等の配置充実、課題に対応した追加配置、資質向上等への支援

今後の
方針

うち、小・中・義務教育学校

16,490校（60.6％）
1,673校増 6.7ポイント増

地域学校協働活動推進員等
（地域コーディネーターを含む）
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コミュニティ・スクールの導入状況 -学校数-

コミュニティ・スクールを導入している学校数:22,009/33,910 校
（学校運営協議会を設置している学校数）

全国の公立学校のうち、64.9％がコミュニティ・スクールを導入

令和７年５月１日
時点

校種別導入校数の推移全国のコミュニティ・スクールの数

幼稚園 義務教育学校
388/2,085園 206/254校

コミュニティ・スクールとは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の5の規
定に基づく学校運営協議会を置く学校であり、学校運営協議会とは同規定に基づき教
育委員会により任命された委員が、一定の権限と責任を持って、学校の運営とそのため
に必要な支援について協議する合議制の機関のことです。

都道府県別導入率
33,910

小学校 高等学校（中等教育学校含む）

12,979/18,073校 1,499/3,458校

中学校 特別支援学校
6,303/8,906校 634/1,134校

47
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R4まで R5 R6 R7

コミュニティ・スクールの導入率（令和4年度以降の推移）

都道府県・指定都市別/全学校種

都道府県（指定都市含まず）

各年度とも
５月１日時点

指定都市

全国平均64.9%
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•CSユースリーダーの活動内容や取組状況の周知

•若者が学校運営協議会や地域学校協働活動に
参画している具体的事例の紹介

•文部科学省主催のCSフォーラムや、
大学等と連携して実施する若者向けイベントの案内

•その他、CSや地域学校協働活動に関する制度・
取組の紹介等

内容
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